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言語と幸せ

──言語権が内包すべき三つの基本的要件

亀井 伸孝＊

■要 旨

言語は人間の社会生活と切り離すことのできない営みであるがゆえに、社

会における言語の位置づけ、とりわけ国家による言語政策は、話者の幸福の

あり方を大きく左右する。近年では、言語的マイノリティにおける「言語権

（言語的人権）」という概念が提唱され、多言語主義の思想とともに注目を集

めつつある。しかし、個人や集団においてどのような権利がなにゆえに保障

されるべきなのか、人間の幸福追求の観点から十分に検討されておらず、し

ばしば実現不能な理想論に陥りがちである。本稿は、人間の幸福追求に資す

る普遍的な権利概念をつくり、実現可能な言語政策のビジョンを示すことを

試みる。多言語状況と幸福追求に関わるいくつかの事例を分析し、言語権が

最低限内包すべき基本的要件を三点抽出する。（1）身体的に苦痛を伴わない

言語を獲得し、話す権利（生物学的要件）。（2）言語を用いてさまざまな資

源にアクセスする権利（開発的要件）。（3）上記二つが保障される限りにお

いて、使用言語の選択肢を増やすことを求める権利（文化的要件）。言語権

は、ユートピア的な多言語民主主義を望む知識人の心情によるのではなく、

現実の話し手における苦痛と餝奪とを社会的に解決しようとする試みを通し

て練り上げられるべき概念である。話者の幸福追求のためにすべての国家が

最低限行うべき言語政策モデルを示し、とりわけ手話言語の公用語化を強く

提言する。

キーワード：言語権、多言語主義、アパルトヘイト、ろう者、手話言語の公

用語化
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1 はじめに

1. 1 言語と人間の幸福追求

本稿は、言語と人間の幸福追求との関わりについて論じる。なぜ言語に

注目するのかをはじめに述べておきたい。

言語はヒトの生物学的特徴の一つであると同時に、人々の社会生活と切

り離すことのできない文化的な営みである。Homo loquens（言葉を話すヒ

ト）というヒトの定義が，Homo sapiens（知性のあるヒト）の有力な対案

としてあげられてきたように［Fry, 1977＝1980］、言語はヒトが進化の過

程で獲得した特筆すべき特徴の一つである。あらゆる社会において言語が

話されている様子が見られるように、言語能力はヒトが生まれながらに備

えた普遍的な性質であると考えられている［Pinker, 1995＝1995］。一方、

言語はヒトが社会の中で生後獲得する文化という側面ももっている。今

日、地球上にはおよそ 6,000種類の言語が分布しているとも言われてお

り、その多様性が大きな特徴である。ヒトの言語は大きく音声言語と手話

言語の二つに大別することができるが、各人は自分の身体感覚と社会環境

に適合する言語を一つまたはそれ以上獲得し、それらを用いながら社会生

活を営んでいる。言語は、生まれてから死ぬまで片時も離れることがない

重要な文化要素の一つである。

その生活との密接さゆえに、社会における言語の位置づけ、とりわけ国

家による言語政策は、話者の幸福のあり方を大きく左右する。古今東西、

常に言語をめぐる社会的問題が発生し、時には「言語戦争」と呼ばれるほ

どの激しい政治的な対立が引き起こされた［増田編，1978］。人々は、自

分の言語が社会の中でどのように位置づけられるかに大きな関心を持ち、

そのあり方を操作しようとしてきた。

また、とりわけ現代は、この問題に取り組む同時代的な要請が強いと言

ってよいだろう。国民国家においては、まず国家という公共部門を運営す

るために何らかの作業言語を必要とするが、民主主義を標榜する以上、作

業言語の選択は住民の参政権に直接関わる問題となる。また社会権の保障

という観点からも、住民の幸福追求に資する教育言語政策が行われること
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が求められる。さらに近年では、国境を越えた資本・労働力・情報の行き

来が日常化する中、異なる言語を話す人どうしが接触する機会も格段に増

えている。

言語を異にする者たちが、何らかの言語で維持されるべき民主主義的な

国民国家の体制の中で、いかにひとしく幸福追求を実現するか。このテー

マは、幸福追求をめぐる問題群の中でも、とりわけ優先的に論じられてよ

い重要さを持っている。

1. 2 多言語と幸福追求にまつわる二つのエピソード

多くの言語が話されている社会で、人々はどのように幸福を追求したら

よいのだろうか。

一般的には、多言語主義が人気を呼んでいる。複数の異なる言語を互い

に認め合い、また政策としても多言語併用を認めていこうとする思想であ

る。ところが、ことはそう簡単ではない。以下では、比較的最近に起こっ

た、多言語と幸福追求にまつわる二つのできごとを紹介しよう。

［事例 1］民の声はエリート志向？1）

西アフリカのガーナでは、41ものアフリカ諸言語が話されているが、

公用語は植民地時代から使われている英語のみである。2002年、新政権

が「学校での授業をすべて英語で行う」と発表した。大学教員などの知識

人層は猛反発したが、一般庶民は歓迎した［横関，2004］。

知識人層が、子どもの母語である民族言語で教えることの学習上の効果

を強調し、またアフリカの文化・伝統を重視する意味においても反対を唱

えたのに対し、民衆の間ではあくまでも英語教育が象徴する「質のよい教

育」を求める声が強く、新政権はそのニーズに応えようとした。このよう

に同論文は伝えている。なお、ガーナでは常に民族言語による教育が行わ

れてきたわけではなく、時代の要請に従って、教育政策は英語使用と複数

の民族言語使用の間を行き来してきた。そして今、民衆の期待は多言語化

の方向ではなく、明らかに英語へと向かっている。
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［事例 2］手話を言語と認めない政府見解とその理由

2004年、国際条約をめぐる日本政府と NGO 等の意見交換会が開かれ

た。この中で、手話を言語と見なすかどうかの議論があり、日本政府は少

数民族問題に結びつける見解とともに難色を示した。ろう者団体の役員は

「聴覚障害者の場合は同じ民族の中の問題」と主張し、手話を言語と認め

るよう要求した［『日本聴力障害新聞』2004. 7. 1］。

後でくわしく見るように、言語学的な観点においては、ろう者の手話は

固有の文法と語彙の体系を持った自然言語であるとの認識が一般的になっ

ている。日本政府が手話を言語であると認めないのは、科学的にはただの

詭弁にすぎない。おそらく背景には、多言語主義政策が出費を伴うことを

想定し、できれば言語問題に触れたくないという政治判断があるのだろ

う。しかし、そのかたくなな姿勢によって、この国で生まれ育ち日本国籍

を持つ永住者であるろう者の言語的ニーズまでもが否定されているのであ

る。

多言語主義の思想は、多くの言語を認め合い、それぞれの話者の幸福追

求を実現しようとしていたはずである。しかし、それが必ずしも幸福追求

の現場において有効であるとは限らないことを、この二つの事例は物語っ

ている。私たちは、教科書的な多言語主義の理想を現実に当てはめるので

はなく、実際の話者の姿とその幸福観に目をこらしつつ、現実的な権利概

念と幸福追求の戦略を練る必要があるだろう。本稿は、そのような視点か

ら「言語権」の概念を再定義することを目指している。

2 言語権の誕生

2. 1 世界言語権宣言

世界言語権宣言が、言語に関わる不均衡を是正し、すべての言語

に対してその尊重と十全な発展の保証を与え、全世界規模での正当

かつ公平な言語的平和の原則を社会的な共存を維持する主要因の一

つとして確立するために必要とされていると確信して、ここに次の
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とおり宣言する［World Conference on Linguistic Rights , 1996＝

1999］

1996年 6月、スペインのバルセロナで開かれた世界言語権会議におい

て、「世界言語権宣言（Universal Declaration of Linguistic Rights）」が採択

された。すべての言語が対等であるとし、とりわけ少数言語の使用と発展

の権利を全面にうたったこの宣言は、少数言語話者の言語的な幸福追求を

擁護しようとするものである。同時に、理想主義的な多言語主義の形をも

っともよく体現する文書でもある。

言語をめぐる権利思想のルーツの一つは、1948年の「世界人権宣言」

第 2条に求めることができるが2）、「言語権（linguistic rights）」または「言

語的人権（linguistic human rights）」という明快な用語とともに不可侵の人

権の一つとの位置づけが主張され、その権利内容が具体的に論じられるよ

うになったのは、1980年代以降の最近のことである［福地，1999］。「世

界言語権宣言」は、その用語と権利概念、思想が世界に向けて発信された

という意味で、エポックメイキングなできごとであったと言ってよい。た

だしこれは NGO レベルの宣言であって、各国政府が公的に関与したもの

ではなく、また国際法としての効力を持ったものでもない3）。

2. 2 言語権に含まれる権利

言語をめぐる人権である「言語権」が具体的にどのような内容を含むか

については、さまざまな提案や決議がなされている。

「世界言語権宣言」は、全 52条から構成される長大な宣言である。行政

サービスや教育、研究における言語使用の問題から、出版、ソフトウェ

ア、領収書のあつかいにいたるまで、およそ人間が営むあらゆる言語活動

領域についての権利がこと細かに記されている。ただし、要約すれば以下

の二つを核としている［言語権研究会編，1999］。

（1）自集団の言語と自己同一化し、これを学校において習得し、また公共

機関で使用する権利。

（2）当該地域の公用語を学習する権利。
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本稿では、これらを簡潔に「自集団の言語への権利」および「公用語へ

の権利」と呼ぶことにする。ここで、権利内容が分離的な「自集団の言語

への権利」だけでなく、同化的な「公用語への権利」も含んでいることに

注意を払っておきたい。なお、アメリカ言語学会による 1996年の「言語

権に関する声明（Statement on Language Rights）」でも、同様に二つの方

向性の権利が併記されている［Linguistic Society of America , 1996＝

1999］。

2. 3 言語権をめぐる論調

言語権の内容についてはこれまで見たとおりだが、現実の言語権をめぐ

る議論がこれにそった形で行われているとは限らない。一般的には、分離

的な方向性の権利が強調される傾向にある。言語権について早くから注目

し発言を続けている代表的な論者 Skutnabb-Kangas の論考から、言語権を

めぐる論調の特徴をうかがってみよう［Skutnabb-Kangas, 2003＝2004 ;

Phillipson & Skutnabb-Kangas, 1995＝1999］。

まず、言語権を不可侵の人権であると見なしていることである。つま

り、何らかの根拠によるのではなく、無条件にすべての言語を肯定し、ま

た政府などにおいても諸言語を無条件で肯定することを求めている。ま

た、少数言語保持論と親和的な傾向が見られる。少数言語が失われていく

状態を一種の危機ととらえ、マイノリティの固有の文化と関連づけなが

ら、少数言語を尊重し、それを話すことへの権利を説く。

言語権に言及する論者は、これらの特徴をほぼ踏襲しているため、これ

は言語権をめぐる典型的な立場であると見なしてよいだろう。日本で言語

権の概念を紹介してきた研究者らも、前節で示した権利の二つの方向性の

うち、とりわけ「自集団の言語への権利」を重視している［言語権研究会

編，1999］。

2. 4 言語権論の不備と本稿の方針

言語権をめぐる議論が、言語面における徹底した民主化の思想を背景と

していることは明らかである。しかし、やはりこの議論にはいくつかの不
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備があると言わざるをえない。

まず、言語権の根拠が話者の幸福追求の観点から検討されていないこと

である。人々の幸福追求に照らして、どのような権利がなにゆえに保障さ

れるべきなのか、その根拠が十分に検討されないままに不可侵の人権とさ

れるため、実現不可能な要求ばかり積み上がってしまうという結果を招い

ている。次に、「公用語への権利」より「自集団の言語への権利」を重視

する傾向に見られるように、言語の多様性を望ましいと見なす研究者の視

点が混在している。三点目に、しばしば人々の母語を擁護することに大き

な関心が払われているが、ろう者のように、母語を獲得して話すこと自体

が社会的に妨げられているケースがあることを重視していない。最後に、

超多言語社会のことを想定していない。たとえばアフリカ諸国のように、

一国の中に数十～二百もの言語集団が共存する国家において、すべての言

語の使用を公的に認めるべきだと主張することは、まったく現実的でな

い。

これまでの言語権は、せいぜい二～数言語を念頭におけばよいヨーロッ

パや北米の諸国の音声言語のみを事例として論じられることが多かった。

包括的かつ現実的な人間の権利概念をつくるには、あまりにも議論の対象

が狭すぎたと言わざるをえない。「世界言語権宣言」の理念が国際条約等

へと具体化していかない理由の一つは、その非現実的な理想主義にあると

言っていいだろう。「言語があれば自然に言語権が生じる」かのような立

論は、思想としては興味深いものの、地球上の大半を占める諸国の政策担

当者を実際に動かし、話者の幸福追求への道を切り開いていく説得力に欠

けている。

本稿は、以上のような不備を補う形で、人間の幸福追求に資する普遍的

な権利概念をつくり、あわせて実現可能な言語政策のビジョンを示すこと

を目的とする。以下では、言語と幸福に関わるいくつかの事例を分析しな

がら、言語権に含まれるべき最も基本的な要件を抽出していきたい。とり

わけ、これまでの議論が忘れがちであったアフリカ諸国の事例や、ろう者

の手話言語の事例に注目しつつ、言語をめぐる包括的な権利の姿を浮き彫

りにしたいと考える。冒頭の二つのエピソードに示された問題への回答の
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いとぐちも、その中から得られることであろう4）。

3 言語と幸福をめぐる諸相

3. 1 少数言語保持論からの分離

議論を始める前に、本節ではまず言語権の議論を少数言語保持論から分

離し、あくまで話者当事者の幸福追求の問題と位置づける。

前章で述べたとおり、言語権論者には、同時に少数言語保持の思想を好

む人が多く、両者がまぜこぜに論じられることがある。そのことが、話者

の権利概念に関する議論の焦点をぼやかせる事態を招いている。なお、こ

こで言う少数言語保持論とは、人類の言語が多様性に富んでいる状況を望

ましいこととして擁護し、消滅の危機に瀕している（＝近い将来に話者が

一人もいなくなってしまう）少数言語の保持を主張する思想を指すことと

する。

社会言語学では、言語政策の思想が三つに分類されている［Ruiz,

1984；中川，1996］。

（1）問題としての言語（language-as-problem）。少数言語を社会統合や国民

国家形成の阻害要因としてとらえる立場。

（2）権利としての言語（language-as-right）。言語を話すことを、話者自身

の権利としてとらえる立場。

（3）資源としての言語（language-as-resource）。ある言語が存在すること自

体に価値を認め、一種の資源としてとらえる立場。

むろん、本稿で関心を寄せる、話者の幸福に資する言語権の概念は、

（2）に関連している。

三つの立場を概観すると、同化・中央集権志向である（1）に対し、

（2）と（3）が分離・分権志向として対置されるとの図式でとらえられる

かもしれない。ところが、実はそうではない。「世界言語権宣言」も示す

とおり、言語権は分離志向だけではなく、本来、同化の志向性も含む権利

だからである。すなわち（2）は（1）と（3）の両方とリンクしている。

一方、（1）と（3）は、話者の幸福追求の立場ではなく、業務上の利害
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に基づいて言語を俯瞰的にとらえる立場である。（1）はいわば「為政者の

幸福」、（3）は「研究者の幸福」に資する言語思想と言えるだろう。話者

の頭越しに言語をあつかおうとするという点において、両者の立場は共通

している。

権利として言語をとらえ、幸福追求しようとする話者は、（1）と（3）

のどちらを利用することがあってもよいはずである。ところが、多くの言

語権をめぐる議論の中では、話者の権利の話の中に（3）の研究者の論理

が混在する様子が見られる。「少数言語を消滅の危機から救い、将来にわ

たって保持するためには、話者自身が言語とアイデンティティを肯定的に

受け止めるようにならないといけない」といった逆転した言説が研究者の

間で交わされ続けるとしたら、そのような議論はますます当事者の幸福の

形から遠ざかるばかりであろう。

言語文化の研究を否定するつもりはなく、研究が話者の権利のために役

立つ場面もあることは認めたい。ただし、本稿は話者の立場から言語的な

幸福のあり方を考えようとするため、以下では（3）の思想を言語権の議

論から切り離すことにする。

3. 2 多言語主義とアパルトヘイト

次に注目するのは、話者の幸福と多言語主義との関係である。本稿の冒

頭で見たとおり、一般的にはこの二つが直接結び付けられて論じられるこ

とが多いが、それは妥当な議論なのだろうか。

ここでは多言語主義を「言語政策や言語計画において多言語併用に積極

的価値を認め、これを保障し推進する立場」と定義しておこう［三浦編，

1997］。多言語主義は、抽象的な価値観というよりは、むしろ具体的な政

策の方向性を示す概念であり、話者の権利を政策実現する段階で大きく関

わってくる。生活のすみずみまで多言語併用を求めようとする「世界言語

権宣言」は、まさしく多言語主義の大典だと言っていいだろう。

後で述べるとおり、私も基本的に多言語主義に賛同する一人だが、やみ

くもに言語の選択肢を増やせばよいわけではないと考える。制度の多言語

化に踏み出す前に、まず多言語主義と隔離政策との親和性について学んで
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おかなければならないと考えるからである。以下では、南アフリカ共和国

の教育言語政策の歴史を先行研究から学びつつ、言語権に欠かせない基本

的要件の一つを抽出することを試みたい［峯，1996 ; Hyslop, 1999＝

2004］。

南アフリカ共和国は、アパルトヘイト（人種隔離政策）を最後まで維持

した国の一つとして、現代史に悪名を残した。1994年、建国以来はじめ

ての全人種参加の総選挙が行われ、アパルトヘイト時代は公式に終焉を迎

えた。

アパルトヘイト時代、南アフリカ政府はどのような教育言語政策を行っ

ていたか。白人政権は、黒人たちから民族言語を奪い去り、その消滅をも

くろんだのだろうか。実態は逆である。南アフリカのアパルトヘイトと

は、黒人の民族言語による教育を徹底して遂行しようとした体制であっ

た。黒人のための学校においては、それぞれの民族言語を用いることと

し、そのために黒人の教員を雇い、また、地域の黒人有力者に学校運営へ

の関与を許した。

黒人には黒人の民族言語による教育を。表向き聞こえのよいこの方針

は、実はきわめて巧妙な人種隔離支配の道具に他ならなかった5）。かつて

黒人はこの国の公的な教育システムから排除されていたが、やがて白人政

権は黒人の青少年を対象とした「バンツー教育」政策を導入する。黒人の

ための高等教育振興や白人と対等な社会参加促進を想定したものではな

く、その第一の目的は治安維持であり、また白人の特権を脅かさない範囲

での労働力確保も目的としていた。それまでミッションスクールなどによ

って行われていた黒人児童のための英語教育は廃止され、黒人が英語によ

って知識を得る機会をいっそうせばめた。

さらに、この言語政策には、いくつもの政治的意図が含まれていた。白

人政権は黒人住民に「バンツースタン」と呼ばれる劣悪で狭隘な土地を与

え、一定の自治をさせた。それらバンツースタンを独立国と見なすこと

で、南アフリカ共和国内の黒人住民をすべて「外国人」と位置づけ、監視

と弾圧を正当化したのだ。バンツー教育は、民族言語によるアイデンティ

ティ管理を通して「民族自決の幻想」を植え付け、黒人の政治的野心をバ
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ンツースタンの範囲にとどめさせることをねらいとした。教育の多言語化

によって、黒人どうしの連帯を断ち切ることも計算されていた。

もちろん、アフリカ民族会議をはじめとする黒人の解放運動勢力は、国

家によるこの言語的隔離政策の枷を断ち切り、英語による世界への情報発

信を続けた。そして、最終的には外圧とともにアパルトヘイト体制を終焉

させることに成功したのだった。

多言語主義が、人々の幸福追求を暴力的に阻害するシステムと親和的な

時代があった。そのことは常に思い起こされなければならない。実際に多

言語主義が政策として実行されたとき、どのように機能し、どのような結

果を招くか、さらに政治・経済的にどう利用されることがありうるか、慎

重に検討しておかなければならないだろう。とりわけ、特定の言語集団に

属する人々から、政治・経済的な資源を餝奪する結果を招くことがあって

はならない。すべての住民に「言語を用いてさまざまな資源にアクセスす

る権利」が保障される状態を目指すことが、言語政策の基本に位置づけら

れる必要がある。これは人間開発の思想が依拠する幸福追求の原理にも通

底し［Haq, 1995＝1997］、地域や時代によらず、言語権が常に内包すべき

基本的要件であると言ってよいだろう。

3. 3 ろう者の言語権

本節では、これまでの言語権の議論のほとんどが見落としてきたテーマ

として、ろう者の言語権に注目する。音声言語の話者とは権利の根拠を異

にするという意味で、私たちは言語権のもう一つの基本的要件を見いだす

ことになる。

前節で得られた、資源へのアクセスに関わる要件を、もっともシンプル

な形で政策実現させようとするならば、「すべての住民に公用語で教育を

受ける機会を保障すれば、言語権の基本的要件は満たされる」という命題

が得られそうである。しかし、その公用語が音声言語である限り、幸福追

求の条件を十分に獲得することができない住民がいる。それが、手話言語

を話すろう者たちである。

手話は、耳の聞こえない人々の集まりの中で発生し、その世代間で伝承
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されていく諸自然言語である6）。手話は具象的なみぶりではなく、固有の

文法と語彙の体系を備えた自然言語であり、また地域によっても異なって

いる諸言語である。耳の聞こえる子どもたちが、地域の人たちが話す音声

言語を耳で聞いて自然に覚えていくように、耳の聞こえない子どもたち

は、地域のろう者たちが話す手話言語を目で見て自然に覚えていく。ただ

し、ろう児たちのほとんどが聞こえる両親のもとで生まれ育つため、ろう

児が家庭の中で手話言語に出会うことが難しいケースが多い。一般的に、

ろう児たちは家庭の外でろう者と出会い、手話言語を獲得していく。その

獲得や伝承、伝播がろう者たちの間で自律的に行われているため、基本的

には音声言語とは関わりのない分布や動態、固有の歴史を持っている。言

語データベースによれば、世界には 112種類の手話言語が分布しているこ

とが知られている［Ethnologue, 2004］7）。手話言語はまぎれもなく人類の

言語文化の一角を占める諸自然言語であり、ろう者はあらゆる国・地域に

必ずいる永住的な少数言語集団である8）。

ところが、19世紀末以降のろう教育では、ろう者が自然に獲得して使

用する手話言語を用いるのではなく、音声言語を習得させることを最大の

目的とするところが多かった。その方針は、今なお、とりわけ日本やドイ

ツなどの先進諸国で堅持されている。ろう者がふだん自分で聞くことのな

い音声言語で発話し、また相手の言うことを唇の動きから読みとろうとす

る方法（口話法）は、耳の聞こえないろう者たちに大きな身体的苦痛をも

たらし、しかも相手の言うことがほとんど理解できるようにならない困難

なコミュニケーション方法である。さらにろう学校においては、口話法習

得のさまたげになるとして、手話を禁止する方針が取られることが多かっ

たため、口話の強制のみならず、手話を否定されてきたことへの苦しさと

不満、そして怒りを抱いているろう者は多い。また、ろう者の中には、親

の方針で普通学校に通い、幼い頃に自分以外のろう者と会う機会がなかっ

たため、成人してから手話を覚えて手話言語集団の一員となる人もい

る9）。

今日、世界中のろう者の団体が、自分たちの言語である手話で教育を受

け、かつ手話を話す市民として社会参加することを強く求めている。
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世界で今なお広く起こっているろう者の言語権および人権の侵害に

反対し、ろう児たちがその地域固有の手話言語と書記言語によるバイ

リンガル教育を受ける権利を持つことを改めて確認する［World Fed-

eration of the Deaf, 2003］（亀井による訳）

2003年 7月、カナダのモントリオールで世界ろう者会議が開かれた。

世界中から集まったろう者たちがあげた大会決議には、明確に「ろう者の

言語権」が掲げられていた。ろう教育改革を求める運動においても、ろう

者の言語権をキーワードとするものが現れ始めた［全国ろう児をもつ親の

会編，2004］。音声言語のみを想定して議論してきた言語権論に、新たな

視点が加わったと言ってよいだろう。

ただしここで注意しておきたいことは、ろう者の言語権のテーマを、音

声の言語権の議論の延長に位置づけてあつかうのは難しいということであ

る。ろう者には、音声の少数言語集団とは決定的に異なるある特徴があ

る。それは「ろう者はマジョリティへの言語的な同化がきわめて困難な少

数言語集団である」ということだ。

音声の少数言語をめぐる議論においては、「自集団の言語への権利」と

いう分離的な方向性がつとに強調されるが、それは裏返して言えば、マジ

ョリティへの同化がたやすいということの現れでもある。場合によっては

「公用語への権利」を行使して、マジョリティの社会に参加することを選

ぶこともできるわけである。

しかし、ろう者においては、耳が聞こえないという身体感覚の制約上、

マジョリティの言語に同化することをたやすく選ぶことができない。一面

では、手話の言語文化が音声言語の攻勢によって消滅させられる心配がな

いという見方もできるが、ことはそう喜ばしいことばかりではない。ろう

者は、好むと好まざるとに関わらず、「手話言語を話す」という分離的な

立場から、自分たちの権利について考えなければならないのである10）。

ろう者がさまざまな資源にアクセスする権利を守るためには、どうした

らよいか。音声言語の公用語教育をどれほど保障したところで、身体感覚

の制約上、その獲得と使用は難しく、資源にアクセスする機会をもたらす
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ことはできない。かえって身体的な苦痛をもたらすだけである。ろう者に

とってもっとも負担なく自然に獲得し、使用できる言語は、手話言語をお

いて他にない11）。

ここで私たちは、言語権の基本的要件として「身体的に苦痛を伴わない

言語を獲得し、話す権利」を加える必要があるだろう。耳が聞こえ、生ま

れたときから音声言語に囲まれて育つことができる大多数の人々において

は、ついぞ奪われたことのない権利である。ろう者においては、その当た

り前のような権利が容易に奪われ続け、そして資源へのアクセスがさまざ

まな場面で断ち切られてきた。この権利は、生物としてのヒトが言語を獲

得する過程に関わるものであり、言語権をめぐるさまざまな議論の中で

も、最も基底的な権利の要件として明記されるべきだろう。

3. 4 二つの要件がもたらす幸福の形

これまでに「身体的に苦痛を伴わない言語を獲得、使用し」「言語で資

源にアクセスする」という言語権の二つの基本的要件を抽出したが、これ

らが満たされた場合、人々の幸福は達成できると考えてよいだろうか。私

は、この二つによって、人々の言語的な幸福は「ある程度」達成できると

考える。このことを、音声言語と手話言語の両面から見ておきたい。

まず、音声言語の側面を見てみよう。冒頭に掲げたガーナの教育言語政

策のエピソード［事例 1］は、まさしくこの二つの要件が満たされようと

するときの、一般民衆の率直な心情を示している。子どもたち（ただし耳

の聞こえる子どもたちについてだが）が獲得、使用できる英語という言語

で、質のよい教育を受けさせ、高等教育や就業などの資源にアクセスさせ

たいという願いを民衆は抱いている。それが政府の方針によって満たされ

るとして、民衆はその政策を支持しているのである。言い換えれば、理想

はともあれ、民族言語による教育が十分な質の高さを達成できてこなかっ

たことを、民衆は見ぬいているのだ。なお、このようなヨーロッパ系公用

語での教育への志向性は、ガーナ固有の現象ではなく、国内に多くの言語

を抱えるアフリカ諸国でも類似の様子が見られている［米田，2004］。

しばしばこのような現象は、英語などの大言語が政治・経済的な権力を
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握っているがゆえに、少数言語を抑圧して消滅へと向かわせる、悪しき言

語差別であると解釈されることがある。しかし、それはあまりにアフリカ

の民衆を受動的な存在ととらえた見方ではないだろうか。アフリカの民衆

が、自分たちの置かれた言語環境の中で、自発的に幸福追求する姿である

と率直に受け止める視点があってもよいだろう。

一方の手話言語についてはどうだろうか。アフリカのろう者の世界にお

いて、やはり類似の現象が見られている。私の長期フィールドワークの成

果の中から、その一例を紹介したい［亀井，2002−2004, 2003 a, 2003 b,

2004］。

アフリカのろう教育は、1950年代以降の諸国独立後に徐々に整備され

ていったが、そのろう教育事業の発展に大きく貢献したのが、アフリカ系

アメリカ人のろう者であるアンドリュー・フォスター（1925−87）と、彼

が設立した団体「ろう者のためのキリスト教ミッション」であった。

先進諸国のろう教育が口話法にこだわり続けている時代、フォスターと

その同僚たちは、世界に先駆けてろう教育における手話の重要性を主張

し、それをアフリカで実践に移した。アフリカ各地のろう者の若者たちを

教員として育成し、ろう者が手話で教えるろう教育事業を展開、アフリカ

13カ国に 31校の学校を設立した。フォスターは「アフリカろう教育の

父」とも呼ばれている。

アメリカ生まれのろう者であるフォスターは、この事業における作業言

語として、アメリカ手話を用いた。このため、アフリカ大陸にアメリカ手

話が伝播し、今日も各地のろう者の間でその近縁の手話言語が話される様

子を見ることができる。フォスターがアフリカ各地で発展する可能性があ

った地域の手話ではなく、アメリカ手話をもたらして使ったことを批判的

にとらえる論考もある［Schmaling, 2001, 2003］12）。

しかし、フォスターはアフリカ各地のろう者によって絶賛されており、

この人物について悪く言うろう者を私は一人も見たことがない。アフリカ

のろう者たちは、かつてフォスターの教えを受け、彼と共に働いたことを

誇りに思っている。また、フォスターは偉大なロールモデルとして、ろう

者たちの間で語りぐさとなっており、手話で語られる昔話には、今は亡き
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フォスターの活躍ぶりが繰り返し登場する。

アフリカのろう者たちは、身体的に苦痛を伴わない言語である手話で、

教育という資源にアクセスできたことを、率直に幸福な経験だと感じてい

る。フォスターに向けられた絶大な敬意は、まさにその幸福の達成の様子

をよく示している。

言語権の二つの基本的要件が満たされたとき、それが必ずしも多言語主

義でなくとも、一定の幸福を生み出すことがあるということを、私たちは

これらの事例から学ぶことができる。まぎれもなく同時代の民衆が営む幸

福追求の姿を、そこに見ることができるだろう。それを多言語主義者が外

から苦々しく眺めるというのは、いかにも皮肉な構図ではないだろうか。

3. 5 多言語主義の位置づけ

二つの基本的要件によって、言語的な幸福が「ある程度」達成できると

述べたのは、それが十分というわけではないという意味でもある。状況が

許せば、幸福追求を妨げる恐れのある要因を減らしていくことにしくはな

い。ここに、三つ目の基本的要件「使用言語の選択肢を増やすことを求め

る権利」をあげたい。

身体的に獲得、使用できる言語で資源にアクセスできるならば、どんな

言語でも話す覚悟はあるか、と問われればどうだろう。やはり資源の側に

選択肢が多く用意され、自分になじみのある言語を使える方が、労力と時

間は節約できるに違いない。アフリカのような超多言語地域においても、

日常使われている言語こそが開発の役に立つとの指摘もあり、この側面を

軽視できない様を物語っている［宮本，1998］。

また、実際に多くの言語が文化として社会にあり、歴史・宗教・価値体

系などの文化要素と深く結び付いている中で、それを度外視した言語政策

が行われようとしても、心情的な反発を招く可能性が高いだろう。言語文

化の多様性を反映した政策を行う方が、効率よく、かつ心情的な軋轢が少

ない形で資源へのアクセスを達成できると考えられる。

この要件は、まさにこれまでの言語権論が注目してきたポイントだが、

本稿の論旨に照らして、留意点を三つ指摘しておきたい。
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一つ目に、前節で論じた手話言語の問題は、これとは権利の根拠が異な

るということである。ろう者の言語権は、獲得と使用に苦痛を伴う言語を

強いられ続けるという状況を脱することを念頭に検討されるものであり、

ここで述べている文化的多様性に根ざした選択の権利と同一には論じられ

ない。

二つ目に、政策に言語の多様性を反映させようとするのならば、手話に

も多言語世界が広がっていることを忘れてはならない。音声が豊かな言語

文化のヴァリエーションを持つのと同じように、手話の世界にも多くの言

語があり、それぞれにおける異なったろう者の文化が息づいている。一つ

の国の中に複数の手話言語が分布している事例も少なくない。フォスター

らの教育事業史の中ではまだ例が見られていないが、ある地域では、ろう

学校が外来手話言語の導入を決定したところ、その地域のろう者たちの反

感を買ってしまったというケースも見られている［亀井，2004］。多言語

・多文化への視角は、音声だけでなく手話の多言語・多文化世界へも開か

れているべきであろう。

そして三つ目に、無責任に制度の多言語化を急ぐべきではないことであ

る。資源へのアクセスを伴わないまま、諸制度、とりわけ教育を多言語化

することは、意図しないとしても、結果としてアパルトヘイトで見られた

言語的隔離政策の再来を招く恐れがある。おそらく民衆は、益なくして強

いられる多言語主義よりも、選べる限りにおいて資源へのアクセスが容易

な大言語の方に魅力を感じることだろう。

多くの言語の選択肢を許そうとするこの文化的要件は、心情的にはきわ

めて重要でありながらも、慎重にあつかうべきテーマである。少なくと

も、先の二つの要件をないがしろにする形で、この三つ目の要件のみが先

行して議論されるべきではないだろう。より根底的な言語的幸福の条件

は、やはり先の二つにあると考えられるからである。
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4 基本的要件に基づく言語政策のビジョン

4. 1 言語権が内包すべき三つの基本的要件

これまでに見てきた言語権の三つの基本的要件をまとめよう。

（1）身体的に苦痛を伴わない言語を獲得し、話す権利（生物学的要件）。

（2）言語を用いてさまざまな資源にアクセスする権利（開発的要件）。

（3）上記二つが保障される限りにおいて、使用言語の選択肢を増やすこと

を求める権利（文化的要件）。

このようにまとめた場合、欧米の音声言語の間の問題に注目することが

多かったこれまでの多言語主義＝言語権論のほとんどは、（3）に終始して

いたと言ってよい。もちろん文化や歴史を背景とした言語問題は軽視でき

ないが、一方で、言語をめぐる絶対的な苦痛や餝奪を経験している話者た

ちが同時代にいるという事実を忘れてはならない。

また、欧米の言語問題にしたところで、カナダにせよベルギーにせよ、

階級や雇用機会の差など、資源へのアクセスをめぐる問題を背景とする事

例が多く見受けられる［増田編，1978］。一般に言語問題は、文化・民族

・アイデンティティの問題として熱く議論されがちだが、こういうときこ

そ冷静に（2）開発的要件に着目して分析する姿勢が求められる。

4. 2 言語政策のミニマル・モデル

以下では、冒頭に掲げた目的に沿って、実現可能な政策のビジョンを示

したい。理想的には、すべての言語を肯定できる言語政策が取れればよい

だろうが、人類は実に 6,000種類を超える数の言語を有しており、カメル

ーンやナイジェリアでは、一国の中に優に 200を超える数の言語集団がひ

しめき合っている。さらに現実的なことを言えば、一般に言語政策は多額

の支出を伴う。カナダが英仏二言語体制を維持するだけで、年間で 5億カ

ナダドル強の支出があるとの指摘もある［浪田，1998］。

理想の即時実現が難しいことが明らかである以上、人々の言語的な幸福

を「ある程度」達成するために、（1）生物学的要件と（2）開発的要件に

しぼり込んだ現実的な政策を取ることを検討しなければならない。
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まず急務として行うべきことは、手話言語の公用語化であろう。これ

は、国内のあらゆる住民に対して手話言語の習得を義務づけるというよう

な政策ではない。ろう者が、役所などの公的機関において手話で不自由な

く用事を済ませることができ、幼稚園から大学院までの教育機関において

手話で勉強することができ、職場やサービス機関、公開行事などでは必要

に応じて手話通訳者を呼ぶことができる制度をつくるということである。

当たり前のようなことに見えるかも知れないが、日本において、そして多

くの国々で、ろう者がこのようなことをできる環境が整っていない。すで

にその地域の手話を公用語と定めた国はいくつもあり、日本のろう者や言

語学者も政府に対してそれを求め始めている［高田，2004；米川，2002］。

そして、すべての住民に、音声または手話の公用語による教育を受ける

機会を保障することである。「万人のための教育」のキャンペーンがユネ

スコによって進められているが、それは、すべての聞こえる子どもが音声

公用語で学ぶ機会と、すべての聞こえない子どもが手話公用語で学ぶ機会

の両方が含まれている必要がある。

一つのモデルを提示しよう。最低限、国家が音声言語と手話言語のそれ

ぞれ一言語ずつを公用語と指定し、作業言語・教育言語として保護する政

策を実施する。つまり、この二言語の研究や教材作成に必要な支出を行う

とともに、公的機関での使用や教員、通訳者などの育成を行う体制をつく

り、住民がどちらかにアクセスできるようにする。これを「言語政策のミ

ニマル・モデル」と呼ぶことにする（図 1）。これは、（1）と（2）の二つ

の基本的要件を満たすために、国家が最低限行わなければならない政策の

形である。

冒頭の［事例 2］における日本政府の答弁が、大きな過ちを犯している

ことは明らかだろう。言語を話すヒトとしてもっとも根源的とも言える

（1）生物学的要件の重要さを理解せず、混迷する多言語主義論争を持ち出

すことで問題から逃避し、ろう者における（2）開発的要件の権利を軽ん

じている。住民の最低限の幸福追求のラインが守られていないのである。
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資源 
政府・自治体 
公共サービス 

A語 X手話 

A語 X手話 B語 Y手話 

資源 
政府・自治体 
公共サービス 

4. 3 責任ある多言語主義へ

もちろん、ミニマル・モデルは、基本的要件（1）と（2）が要請する最

低限のラインであって、これで十分というものではない。各地各様の文化

的、歴史的背景を考慮し、できるだけ多くの言語の選択肢を用意するにし

くはない。（3）の文化的要件に配慮して言語の選択肢を拡充した体制を

「言語政策のオプショナル・モデル」と呼ぼう（図 2）。ミニマル・モデル

は多言語主義への道を封じるシステムではなく、あくまで多言語主義に開

図 1 言語政策のミニマル・モデル
（一音声言語、一手話言語）

国家が音声言語と手話言語のそれぞれ一言語ずつを公用語とし、住民がどちらか
にアクセスできるようにする。言語権の（1）生物学的要件と（2）開発的要件の
二つを満たすために、国家が最低限行わなければならない政策の形である。

図 2 言語政策のオプショナル・モデル
（多音声言語、多手話言語）

言語権の（3）文化的要件に配慮して、国家ができるだけ多くの言語の選択肢を
用意する。ポイントは、（a）音声の多言語化に開かれていくのであれば、同時に
手話の多言語化へも開かれていくべきであること、（b）資源へのアクセスを伴わ
ない無責任な多言語主義政策は採るべきでないこと。
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かれたシステムである。

ただし、これまでの多言語主義政策論に加えておきたいポイントを確認

したい。まず、言語政策が音声の多言語化に開かれていくのであれば、同

時に手話の多言語化へも開かれていくべきである。前章で触れたとおり、

手話の世界にも多くの言語があることを尊重し、聞こえる人々の文化的多

様性を擁護すると同時に、手話を話すろう者の文化的多様性をも擁護す

る、双方向に開かれたフェアな多言語主義の視角を持ちたい。

また、資源へのアクセスを伴わない無責任な多言語主義政策は採るべき

でない。それはアパルトヘイトの再来を招くだろうし、当然、自分や自分

の家族の幸福のあり方に敏感な民衆は、そのような制度を支持しないだろ

う。「責任ある多言語主義」こそが求められているのである。

5 おわりに

言語政策のミニマル・モデルと、双方向に開かれた責任ある多言語化へ

の道。これが、言語権の三つの基本的要件が要請する結論として、本稿が

導いた言語政策のビジョンである。

理想的な多言語主義の見地からすれば、後退と見えるかも知れず、また

公用語への強制同化政策を危惧する立場からの批判もあるかも知れない。

しかし、言語権の思想が理想論のまま実行に移されず、政府が住民の言語

的な幸福追求に関して無策を続けている状況を放置しておいてよいだろう

か。資源がマジョリティのみに配分され続ける現状においては、現実的な

幸福追求のプログラムを示すことが、何よりも優先されるべきだと考え

る。

言語権は、ユートピア的な多言語民主主義を望む知識人の心情によるの

ではなく、現実の話し手における苦痛と餝奪を社会的に解決しようとする

試みを通して練り上げられるべき概念である。そうでなければ、言説とし

てあまりに弱く、予算の執行に責任を持つ政府を実際に動かすことはでき

ない。逆に、言語をめぐる幸福追求における住民の切実さを、言語権の最

低限の要件としてしぼり込み、その漸次的な実施を求めることは、具体的
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な幸福実現の可能性を開くことにつながるだろう。

「空想から科学へ」。より根源的でかつ実効力のある言語権論争が近い将

来に浮上することを期待しつつ、本稿を結ぶこととしたい。
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注

１）エピソードの題は、執筆者横関氏の学会発表における副題からお借りした。

２）「世界人権宣言」第 2条「すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、

政治上その他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、門地その他の地位又

はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることなく、この宣言に掲げ

るすべての権利と自由とを享有することができる」［United Nations, 1948＝

2004］。

３）ただし、世界言語権会議はユネスコが後援している［Universal Declaration of

Linguistic Rights, 2004］。

４）本稿は国民国家における永住的な言語集団を対象としているため、以下のよ

うなテーマをあつかえないことをお断りしておく。グローバリズムに対応した

多言語教育の問題（たとえば日本における英語教育の問題）、一つの言語内の

問題（たとえば方言と標準語の間の権力関係）、一時的、緊急避難的な滞在者

における言語問題（たとえば留学生、外国人労働者、難民における諸問題）な

ど。

５）アパルトヘイト成立の背景には、黒人の伝統文化の保護を訴える人類学の思

想も関与していた［峯，1996］。差別には同化と隔離の二型があり、反同化の

思想は隔離に、反隔離の思想は同化に陥りやすいという指摘があるが

［Taguieff, 1987］、まさしくそれを行ってしまった事例である。

６）手話言語とろう者の文化については、すでに多くの研究があり、一般向けの

書物も数多く出版されている［Padden & Humphries, 1988＝2003 ; Sacks, 1989

＝1996など］。

７）世界の言語データベース Ethnologue には、合計 114種類の手話言語が登録

されているが、そのうちの 2言語はすでに話者がいなくなった手話言語である

［Ethnologue, 2004］。

８）永住を強調することは、一時的な滞在者の言語問題の軽視につながりかねな

いため、注意する必要はあるだろう。しかし、永住者の幸福追求すら実現でき

ない国家であってはならないと考える。これは国籍についても同様である。
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９）耳が聞こえない／聞こえにくい人で、手話ではなく音声言語を話す人々もい

る（難聴者、中途失聴者）。言語環境、失聴時期、親の教育方針、本人の価値

観などにより、聞こえない人々の言語使用状況はさまざまである。しかし、手

話を話すろう者たちの間で、手話が自分たちにとって最も自然な言語だという

価値観が共有されていることは、地域や時代によらない普遍的なことである。

１０）ろう者は、話し言葉としての音声言語の世界に同化することはきわめて困難

だが、書き言葉については、「公用語への権利」を行使することを強く求めて

いる。日本で言えば、日本語の読み書きの能力を身につけることである。

１１）ろう者が置かれている言語的な状況は「音声言語を話す人たちが、テレパシ

ーの言語で話す宇宙人の世界の中で、マイノリティとして暮らす経験」のよう

なものと例えられる［秋山・亀井，2004］。身体的に身に付けようがない言語

を強いられる世界で、テレパシーのできない音声言語の話者たちは、どのよう

な言語権を求めるだろうか。

１２）ただし、フォスターらがろう教育事業を行ったすべての地域に、自律的な手

話言語の形成が見られたかどうかは明らかになっていない。また、アメリカ手

話が伝播した後も、地域ごとに変容をとげ、すでに当の話者たちが「アメリカ

手話を話している」という意識をもっていないこともある。
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■Abstract

Not only is it impossible to separate language from our social interaction

as humans, locating and ranking the importance of language in society, or what

is otherwise known as the linguistic policy of a particular nation, has an enor-

mous influence on how an individual gains happiness in the use of his or her

language.

In recent years, the concept of the linguistic rights of minorities has been

addressed, with the focus in current thinking of multilingualism. However ,

when we speak of why and what kind of rights of the individual and/or the

group should be indemnified, there is far from adequate consideration within

the pursuit of happiness, and, more often than not, only impractical ideals are

espoused. This paper will develop a philosophy with regard to the issue of the

universal right of the pursuit of happiness and will attempt to illustrate with ex-

amples of language policies and visions that are characterized by their practical

nature. We shall analyze several examples relevant to the pursuit of happiness

within a multilingual environment and derive three basic requirements that must

form the foundation of any discussion or analysis of linguistic rights : 1. The

right to acquire and use a language without physical pain (the biological re-

quirement) ; 2. The right to access any resource with a language (the develop-

mental requirement) ; 3. As long as requirements 1 and 2 are met, the right to

demand greater options of languages (the cultural requirement).

Linguistic rights are not based on a utopian image of a multilingual de-

mocracy conceived by intellectuals , but are a notion to consider carefully

through the attempt to resolve some of the pains and deprivation of actual lan-
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guage users. This paper will indicate a set of language policy models where the

basic and fundamental role of the state is to allow the language user the right to

pursue happiness ; especially a policy that gives a sign language the status of

one of official languages in every state.

Key words : linguistic rights, multilingualism, apartheid, the Deaf, sign language as an

official language
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